[image: image1.jpg]



～母子家庭の母又は父子家庭の父の就業を支援します～

Ⅰ　自立支援教育訓練給付金とは
母子家庭の母または父子家庭の父が適職に就くために必要な資格や技能を取得するため、受講前に市が指定した対象講座について、受講修了後に受講に要した経費の一部を給付するものです。
Ⅱ　制度を利用できる方は、次の全ての条件を満たす方が対象です
・市内に住民登録している20歳未満の児童を養育している母子家庭の母または父子家庭の父

・生活保護受給者等就労自立促進事業等の事業において、自立に向けた支援を受けているこ
　と（自立に向けた支援を受けていない方は、こども支援課にご相談ください）
・教育訓練を受けることが就職やキャリアアップのために必要であると認められる方 

・過去に、自立支援教育訓練給付金事業に基づく訓練給付金を受給していない方
・埼玉県社会福祉協議会の「ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付」等、学資を内容とする他制度を受けていないこと

Ⅲ　対象となる講座は

雇用保険法による教育訓練給付金の指定教育訓練講座（資格の取得を目的とする講座）
　（例）医療事務、情報処理技術者資格、簿記検定、介護福祉士、介護職員初任者研修、
　　実務者研修など

Ⅳ　支給額は、算出した額が12,001円以上の場合に支給対象になります

（１）受講する講座が、雇用保険法による一般教育訓練給付金または特定一般教育訓練給付金の
指定講座の場合（上限20万円）
① 雇用保険法による教育訓練給付金の受給資格がない方
経費の60％に相当する額
② 雇用保険法による教育訓練給付金の受給資格がある方
①に定める額から雇用保険法により支給される教育訓練給付金の額を差し引いた額
※雇用保険法による教育訓練給付金の支給額を確認するため、ハローワークから通知

される「教育訓練給付金　支給・不支給決定通知」が必要となります。

（２）受講する講座が、雇用保険法による専門実践教育訓練給付金の指定講座の場合

　　　（上限：修業年数×40万円、160万円を超える場合は160万円）

① 雇用保険法による教育訓練給付金の受給資格がない方

経費の60％相当額
修業年数の算定にあたり、1年に満たない月数は1年とします（1年6か月→2年）
なおこの場合に限り、通常は修了後に一括支給するところ、6か月ごとの支給となります。事前に教育訓練機関に、6か月（支給単位期間）ごとの受講証明書が必要である旨を申し出てください。
② 雇用保険法による教育訓練給付金の受給資格がある方

　　　　①に定める額から雇用保険法により支給される教育訓練給付金の額を差し引いた額

　　　　※受講修了後1年以内に雇用保険の被保険者となる就職をした場合は、専門実践教育
　　　　　訓練給付金が70％となるため、支給はありません。1年以内に就職しなかった場
合は、雇用保険法による教育訓練給付金の支給額（50％相当）を差し引いた10％
相当を支給します。
　　　③ 講座修了後1年以内に資格取得し、就職等をした方
　　　　 経費の25％相当額を追加支給
　　　　 （上限：修業年数×20万円）

Ⅴ　自立支援教育訓練給付金の手続きについて
（１）事前相談（講座受講前）
　　　　　　①　ハローワークで受講する講座が、雇用保険法による教育訓練給付金の対象講座か、ご自身に教育訓練給付金の受給資格があるか確認してください。

②　こども支援課で事前相談をしてください。

事前相談では、対象講座の受講の必要性、受講により効果的に自立が
図られるかなどの審査を行います。

【事前相談に必要なもの】
ア 受講料やカリキュラムの記載された書類

イ 教育訓練給付金支給要件回答書（ハローワーク発行）
雇用保険加入歴がない方は「雇用保険被保険者資格取得届出確認照会
回答書」（ハローワーク発行）を持参してください。
（２）講座指定申請（受講前）
① 受講開始日の14日前までに必要書類をそろえて、対象講座指定申請をしてください。雇用保険法による教育訓練給付金の受給資格がない方で、専門実践教育訓練を受講される場合は、6か月ごとの受講証明書の発行が可能であるかを、あらかじめ教育機関にご確認ください。
※通信制の場合は、教育訓練施設の教材発送予定日、通学制の場合は、
通学初日を受講開始日とします。
【講座指定申請に必要な書類】
ア 指定申請書

イ 申請者及び扶養している児童の戸籍謄本又は抄本※ 
ウ 自立に向けた支援を受けていることを証する書類
エ 世帯全員の住民票 ※
オ 申請者及び同住所の扶養義務者のマイナンバーの分かるもの
カ 本人確認できるもの（運転免許証など）
※ イ、エの書類は、公簿等により市で確認可能な場合、省略できます。

　 ② 申請書類を審査し、対象講座指定（却下）通知書を送付します。
指定通知書は大切に保管してください。


 ③ 指定を受けた講座を受講してください。
 対象講座修了後に給付金の支給申請をしていただきます。
（支給単位期間ごとの支給の場合は、６か月ごとに支給申請をしてください）
（３）給付金支給申請（講座修了後（支給単位期間ごとの受給の場合は６か月ごと））
① 雇用保険法による教育訓練給付金の受給資格がある方は、ハローワークで先に教育訓練給付金の支給申請を行ってください。教育訓練給付金の支給額が確定した日（または、対象講座の受講修了後）から30日以内に必要書類をそろえて、こども支援課に支給申請をしてください。
　 ６か月ごとに支給を受ける場合は、受講証明書をお持ちください。
【支給申請に必要な書類】
ア 支給申請書

イ 春日部市自立支援教育訓練給付金事業受講対象講座指定通知書
ウ 教育訓練講座修了証明書・修了証書

受講開始日及び受講修了日が分かるもので教育訓練施設の長が発行したもの

エ 教育訓練経費の領収書（教育訓練施設の長が発行したもの）

オ 申請者及び扶養している児童の戸籍謄本又は抄本 ※
カ 世帯全員の住民票 ※
キ 申請者及び同住所の扶養義務者のマイナンバーの分かるもの
ク 本人確認できるもの（運転免許証など）
ケ 振込先の通帳
コ 専門実践教育訓練を受講し、６か月ごとの支給を受ける方
　『受講証明書』（教育訓練機関が発行したもの）

サ 雇用保険法による一般教育訓練給付金・特定一般教育訓練給付金の受給資格がある方
 『教育訓練給付金支給・不支給決定通知書』（ハローワークが発行したもの）

シ 雇用保険法による専門実践教育訓練給付金の受給資格がある方

『教育訓練給付金支給・不支給決定通知書』（ハローワークが発行したもの）
※ オ、カの書類は、公簿等により市で確認可能な場合、省略できます。


② 申請書類を審査し、給付金支給決定（却下）通知書を送付します。
（４）給付金追加支給申請（就職後・専門実践教育訓練受講者のみ）
　　　　　　　① 対象講座に係る資格を取得し、修了後1年以内に就職等をしたうえで、就職した日（または、専門実践教育訓練給付金の支給額が確定した日）から30日以内に必要書類をそろえて、こども支援課に追加支給申請をしてください。
　　　　　　　　【支給申請に必要な書類】
　　　　　　　　　ア 支給申請書（追加支給用）
　　　　　　　　　イ 資格の取得を証明する書類
ウ 就職状況等を確認できる書類

（申請書の事業主証明欄を事業主に記入してもらうか、雇用証明書、給与等支払明細書、受給者が加入している健康保険証（国民健康保険を除く）など）

エ 春日部市自立支援教育訓練給付金事業受講対象講座指定通知書

オ 教育訓練講座修了証明書・修了証書

（受講開始日および受講修了日が分かるもので教育訓練施設の長が発　行したもの）

カ 教育訓練経費の領収書（教育訓練施設の長が発行したもの）
キ 自立に向けた支援を受けていることを証する書類
ク 申請者および扶養している児童の戸籍謄本または抄本 ※
ケ 世帯全員の住民票 ※
コ 申請者および同住所の扶養義務者のマイナンバー（個人番号）カード　（顔写真付き）もしくは、通知カード

サ 本人確認できるもの（運転免許証、パスポートなど官公署発行の顔写　　　真つきのもの）

シ 振込先の通帳
　　　　　　　　　※ク、ケの書類は、公簿等により市で確認可能な場合、省略できます。


② 申請書類を審査し、給付金支給決定（却下）通知書を送付します。
【注意】
　　対象の要件に該当しなくなった場合は、速やかに届出してください。

　　① 対象講座指定申請後に講座を中止した場合

　　② 母子父子家庭でなくなったとき（例：婚姻、事実上の婚姻）

【参考】

春日部公共職業安定所（ハローワーク春日部）
　 〒344-0036春日部市下大増新田61-3
TEL 048-736-7611　（音声案内 11♯）

【問い合わせ】
春日部市役所　3階　こども支援課
TEL：048-736-1135（直通）
＊対象講座の一覧は、『� HYPERLINK "http://www.kyufu.javada.or.jp/" \t "_blank" �厚生労働大臣指定教育訓練講座検索システム�』をご覧いただくか、お近くの� HYPERLINK "http://www.hellowork.go.jp" �ハローワーク�で「厚生労働大臣指定教育訓練講座一覧」を閲覧してください。





＊経費に含まれるもの


入学料、受講料（受講に際して支払った受講費、授業料、教科書代、教材費）、左記にかかる消費税


＊経費に含まれないもの


検定試験の受験料、受講にあたり必ずしも必要とされない補助教材費、補講費、各種行事参加費用、学債等将来受講者に対して現金還付が予定されている費用、通学交通費、パソコン等の器材、施設設備費等
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